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１．はじめに 

1.1 研究の背景 

わが国では、1960 年代後半から、文部省の 

もとで「公立図書館の設置及び運営上の望まし

い基準」の検討が開始された。1967 年、1973

年に基準案が発表され、1992 年に「公立図書

館の設置及び運営に関する基準」が局長名で通

知され、2001 年に「公立図書館の設置及び運

営上の望ましい基準」と 2012 年に「図書館の

設置及び運営上の望ましい基準」が大臣告示さ

れた（以下、この３つの基準を「1992 基準」

「2001 基準」「2012 基準」という）。 

日本図書館協会（以下、「日図協」という） 

は、これらの基準案の検討過程で意見を発表し

ている。筆者は、2012 基準の数値目標に関す

る日図協の意見の特徴を明らかにしているが
1）、それ以外には研究が行われていない。 

1.2 研究の目的 

 本研究の目的は、3つの基準の検討過程にお

ける日図協の意見の特徴を明らかにすること

である。2012 基準は公立図書館と私立図書館

の両方を対象としているが、ここでは公立図書

館に関する規定のみを取り上げる。なお、2001

年、2014 年に日図協が作成した「活用の手引

き」は，趣旨が異なるため除き、別に論ずる。 

1.3 研究の方法 

 文献研究を行う。意見と関係文献を収集し、 

各意見の分析を行う。概要、現行基準に関する

説明、基準案の評価、数値目標、図書館職員、

その他について分析し、基準案・基準の内容と

比較する。新しい基準を論じるには、現行基準

検討の際の意見や現行基準の評価や活用度を

振り返る必要がある。数値目標、図書館職員は

最も関心が高いテーマである。次に、３つの意

見を内容と検討方法について比較・検討する。

検討方法については、時期による意見の変化、

意見に関する説明の二つの観点から検討する。 

  

２．３つの意見の経緯 

2.1 1991 年の意見 

日図協は理事の意見をとりまとめて 1991 年

7 月に文部省に提出し（以下、「1991 意見」と

いう）、同省担当課と 1991 年 6 月に意見交換を

行い、1992 年 1 月に懇談会を開催し、意見 2）

と後者の記録 3）を『図書館雑誌』に掲載した。 

2.2 2000 年の意見 

日図協は、1998 年 1 月、図書館の基準のあ 

り方を検討するワーキンググループを発足さ

せた。座長は清水隆で、委員は関連委員会の委

員からなり、図書館職員が多く、前半には糸賀

雅児も委員である。日図協は 2000 年 9 月に意

見 5）を提出し、『図書館雑誌』に掲載した（以

下、「2000 意見」という）。 

2.3 2009 年、2011 年、2012 年の意見 

 日図協は、2009 年 10 月、望ましい基準の検

討における留意事項をまとめるため図書館政

策企画委員会の下に望ましい基準検討チーム

を設置した。座長は座間直壯、発足時の委員は

大橋直人、常世田良、山本宏義等で、常務理事

が多い。 

日図協は2009年12月と2011年4月に意見、

2012 年 9 月にパブリックコメントに対する意

見を提出した（以下、「2009 意見」「2011 意見」

「2012 意見」という）。2012 意見では「各部会、

各委員会からの意見のとりまとめ」を行った。

2009 意見は『図書館雑誌』に掲載した 7）。2011

意見は未公表である 8）。2012 意見は同協会の

ウェブサイトで公表した 9）。3つの意見をまと

めて基準と比較した記事 10）が発表されている

が、本研究の範囲外であるため、除外する。 

 

３．３つの意見の内容 

 意見の結果は案が修正された場合記載する。 

3.1 1991 年の意見 

(1）概要 

7 項目からなる。「図書館奉仕の基本的なあ

り方についての考え方」「地域館設置の基準」、

職員の人事交流、「市町村立図書館の貸出冊数

と職員・資料の数値との整合性」、児童サービ

スの意義、館長の司書資格を論じている。基準

案全体について意見を述べるのではなく、重要

と考える点を指摘している。 

(2) 現行基準に関する説明 

 前の基準案に言及しているが、説明はない。 



 

 

(3) 基準案の評価 

評価できる点として次の 3 点を挙げている。 

①「市区町村が図書館サービスに努める」こと 

を明文化したこと、②市町村立図書館の年間貸 

出冊数を「人口一人あたり 4冊以上」とし、年

間収集冊数を「開架冊数の 5分の 1以上」とし

たこと、③都道府県立図書館の役割として「市

町村立図書館に対する援助」を明示したこと。 

その上で、「問題も多い」「問題点を是正した

上で、「基準」としてまとめられることを期待

したい」「国の公立図書館振興に対する積極的

姿勢を示すものとなるよう」「実現を強く期待

している」と述べている。 

(4）数値目標 

数値目標全体については述べていない。職員

数への最低基準の数値の適用を「図書館法の趣

旨をないがしろにするもの」と批判している。 

(5）図書館職員 

人事交流、職員数、館長の司書資格に分かれ

ており、専門職制度の項目がない。 

人事交流には批判的で、図書館勤務だけでは

「広い知見」が得られないと受け取られるよう

な考えには賛成せず、図書館への復帰の条件と

「専門職制度の確立」を明示すべきと述べてい

る。基準では、目的には「専門性の活用」が加

わり、「計画的に」行うものとなり、交流先に

「学校、社会教育施設」が加わった。 

館長の司書資格を「望ましい」とする案を最

低基準から後退しているとして反対し、懇談会

では、司書有資格者「とする」にできないかと

質問している。これ以前の基準案には館長の項

目がなく、新設されたことには触れていない。 

(6) 用語や表現の修正 

7 項目が一括記載されているが、説明はない。 

「自動車文庫」等の 4項目等が修正されている。 

(7) その他の特徴 

懇談会で、5～10 年単位の数値の見直しの明

記を求めている。 

3.2 2000 年の意見 

(1）概要 

26 項目で、前回の約 4 倍である。前回実現

しなかった大臣告示をめざして、前回よりも力

を入れていると思われる。 

(2) 現行基準に関する説明 

現行基準には言及していない。 

(3) 基準案の評価 

基準の策定は「積極的に評価する」が、内容

は「付加的事項が目立つ」「図書館機能の基本

部分が曖昧」であるため、「基本機能の記述を

明確にすべきである」、自己点検・評価はきわ

めて重要であり、日図協も「これに資する取り

組み」を行うと述べている。 

(4）数値目標 

「数値目標」の例を基準本文から除き、「参

考資料」とする案に対し、「参考資料」の位置

付けを本文に記載し、1992 基準の数値を引き

上げた最低「国民一人当たりの年間貸出冊数 8

冊」と都道府県立図書館の収集冊数に関する数

値目標を求めている。 

(5）図書館職員 

専門職制度等の用語は見られないが、「十分

な数の専門的職員」の配置が「望ましい」とす

る案に対し、「配置する」への修正を求めてい

る。項目が独立し、「必要な数の専門的職員を

確保するものとする」に修正された。 

専門的職員の人事交流「に努める」案に対し、

「にも配慮する」への修正等を求めている。 

 館長の項目はあるが、司書有資格者が「望ま

しい」とする案に対する意見が見られない。 

(6) 用語や表現の修正 

 この意見から、用語や表現の修正は個別に記

載されている。「地方分権の精神」から、都道

府県による「指導・助言」の「援助・助言」へ

の修正を求めている。 

(7) その他の特徴 

基準の有効期間や随時改訂の必要性の明記

を求めている。県図書館協会と同様に、日図協

の役割の位置付けを求めている。  

図書館の共同設置は、この基準の特徴である

が、疑問を示している。 

図書館協議会は、1992 基準で規定されてい

るが、「設置する」への修正等を求めている。 

都道府県立図書館による資料の物流の強調

を求め、修正された。 

基準案にない考え方を示している。住民のボ

ランティア活動一般の支援、人事交流の交流先

としての議会図書室、自治体の情報公開に果た

す役割、準用方式への批判である。 

3.3 2009 年、2011 年、2012 年の意見 

(1）概要 

2009意見は12項目、2011意見は5項目、2012

意見は 29 項目である。2009 意見と 2011 意見

の多くの項目が 2012 意見に統合されているが、

すべてではない。2012 意見はパブリックコメ



 

 

ント案に対するものであるため、2012 意見を

基本とし、他の意見も含めて捉える。全体では、

重複分を除いても前回よりも増えている。 

基準全体について意見を述べている。記述を

追加し、規定の詳細化を求める意見が多い。一

部に重複があり、十分整理されていない部分が

ある。項目数や文字数は増えているが、新しい

内容は少ない。 

(2) 現行基準に関する説明 

現行基準には言及しているが、説明はない。 

(3) 基準案の評価 

新基準の策定に「期待をかけてきた」、基準

案は、協会が提出した意見に対し、「真摯に受

け止められ多くの部分で原案に反映されてい

る」ことに感謝したいと述べている。 

(4）数値目標 

筆者は、日図協は 4項目で数値目標の記載を

求めていること、基準に「数値目標を含めると

いう実行不可能と思われる要望を行いつつ、数

値目標が除かれた背景には触れていない」こと

を明らかにし、「各図書館による評価項目の設

定や数値目標の設定を必要と考えていないの

ではないか」という疑問を示している 1）。 

(5）図書館職員 

 専門的職員については、2009 意見では、「司

書有資格者を」「確保する」であるが、2012 意

見では、「司書職の制度化、専門性を高める人

事管理」「継続的に図書館業務に専念できる人

事管理」と述べており、「専門職制度」の用語

が見られない。 

人事交流は「不要。資質・能力向上を図る方

法は人事交流以外にも」あると述べている。 

館長については、2009 年意見では、「司書有

資格者を配置する」であるが、2012 意見では、

司書資格を含め、館長に関する項目がない。 

(6) 用語や表現の修正 

 都道府県による「指導・助言」「連絡・調整」

の修正を求める意見は見られない。 

(7) 国の役割 

 新たに「国(政府)の役割について明確に言及

する」こと、「国としての具体的な施策、事業

を明らかにする」ことを求めている。 

(8) 指定管理者制度 

 「設置者が管理することが原則である」こと

を明確にすることを求め、公立図書館の適切な

管理運営に対する設置者の責任を明確に示す

ことを求めている。新項目が設けられ、後半の

趣旨は概ね実現した。 

(9) その他の特徴 

 5 年間隔程度の見直し、図書館協議会の開催

頻度と管理運営の基本に関する意見聴取、都道

府県立図書館による高度で専門的な調査研究

を求めている。 

 

４．３つの意見の特徴 

4.1 内容 

(1) 概要 

1992 意見には、基本的な点を点検し、問題

点を指摘する姿勢が強く、2000 意見には、基

本を確認し、新しい視点を提供する傾向が見ら

れ、2012 意見には、全体について詳しい規定

を求める傾向が強い。2009 意見は、2000 意見

よりも項目は少ないが、基本的な事項に絞って

意見を述べている。現在の最大の関心は、数値

目標、図書館職員、指定管理者制度にあると考

えられる。 

(2) 数値目標 

①数値目標制定の可能性 

2001 基準の段階では、ワーキンググループ

委員は、基準で数値目標を示すことが不可能で

あったことを理解していた 6）。2012 基準の段

階では、日図協関係者が、数値目標を定めるこ

とが不可能であることを理解していたかどう

かは明らかでない。 

数値目標の制定を求める意見は、数値目標の

制定が可能であるかのような印象を与え、これ

からの図書館の在り方検討協力者会議や文科

省に対する不満を醸成する可能性がある。 

②「目標基準例」の理解 

「目標基準例」は、各図書館が「参考に」し

て、数値目標を定めるものである。「目標数値

を挙げる」という意見は、数値目標そのものを

示すことを求めており、趣旨が異なる。 

(3) 図書館職員 

専門的職員については、1992 意見で「専門

職制度」の表現を用いているが、2000 意見で

「専門職員を配置する」となり、2012 意見で

は「継続的に図書館業務に専念できる人事管理」

等を挙げているが、内容は説明されておらず、 

具体的な記述に関する意見が見られない。 

人事交流については、2012 意見で「不要」

と述べており、詳しい説明と代案が必要である。 

館長については、2000 意見には館長の司書

資格に関する記述がなく、2012 意見には館長



 

 

の項目がない。 

(4) 新しい意見 

2000 意見に見られる。次の基準に生かせる 

意見があることが望ましい。 

4.2 検討方法 

(1) 時期による意見の変化 

①意見内容の継続的分析 

 意見の内容は時期によって変化している。意 

見によって基準案が修正されている場合もあ 

る。意見の内容の継続的な分析が必要である。 

②現行基準と関連する議論の分析 

 現行基準に関する言及はほとんど見られな 

い。基準の活用状況を確認しなければ、どの程 

度の労力をかけるべきかも判断できない。 

公示後の一定年数が経過した段階での基準

に対する評価や意見が見られず、告示後に認識

されたことが示されていない。 

1992 意見では、館長の司書資格を「望まし

い」とする案を批判している。その後、この規

定が現状の改善であることを指摘する意見 4）

が出されているが、日図協は特に意見を明らか

にしていない。結果として文部省の意図が日図

協によって説明されず、批判だけが残っている。 

(2) 意見に関する説明 

①意見の根拠 

意見は示されているが、その根拠となる説明 

や分析は見られない。図書館協議会について

「年 6 回以上の開催に努める」、人事交流につ

いて、「資質・能力向上」にはほかに方法があ

ると述べているが、説明はない。 

②意見の変化の理由 

意見の変化の理由の説明が必要である。 

都道府県立図書館による「連絡調整」には、

1992 意見で「連絡・協議」への修正を求めて

いたが、2000 意見では言及せず、2012 意見で

は認めている。都道府県による「指導・助言」

には、2000 意見では「援助・助言」への修正

を求めたが、2012 意見では言及していない。 

人事交流には、1992 意見では批判的で、大

幅な修正を求め、2001 意見では一部修正を求

めたが、2012 意見では「不要」としている。 

「連絡調整」以外は若干の説明が行われてい

るが、より詳しい説明が必要である。 

③法律等との関係 

2000 意見、2012 意見には法律の規定を超え 

る内容を求める意見がある。このような意見は、

法律の規定を超える基準を定めることが可能

であるという誤解を招く恐れがある。 

④行政の環境 

 内閣の方針等の行政の環境の解説がないた 

め、基準の検討がどのような制約のもとに行わ

れているのが分からない。このため、文部省や

委員会に対する不信感が生ずる可能性がある。                                                 
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kai/20120921.pdf）（参照 2017-09-15） 

１0）座間直壯「「図書館の設置及び運営上の望ましい 

基準」をどのようにとらえ、どう活用するか」 

『図書館雑誌』107(5),2013.5,p.271-273． 
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